
 

（予備）登録申請書の記載上の留意点 
 
 
 以下の記載項目への記入に当たっては、それぞれの点に留意してください。 
 
 
１ 森林経営管理制度への対応② 
  森林経営管理法に基づき都道府県が行う「森林経営管理実施権の設定を希望す
る林業経営者（林業事業体）」の募集等の手続きを経て、森林経営管理実施権（森
林について市町村の委託を受けて立木の伐採及び木材の販売、造林並びに保育等
を実施するための権利）が設定された林業経営者（林業経営体）とします。 

   
 
２ 就業環境改善への取り組み③（労働安全対策への対応） 

 直近年度（令和元年度）までに、労働安全コンサルタントによる安全診断、又
はリスクアセスメントに取り組んでいる事業体とします。 
 安全診断とは「安全診断申込書」を提出し、林業労働安全指導者（労働安全コ
ンサルタント）による労働災害リスク改善への取り組みです。 
また、リスクアセスメントとは、職場の潜在的な危険性等を見つけ出し、これ

を排除するための手法で、具体的には「危険性又は有害性等の調査等に関する方
針（厚生労働省）」を踏まえ取り組むものです。なお、ＫＹ活動や安全会議の開
催のみでは該当しませんので御注意ください。 
 経営体が安全診断やリスクアセスメントに取り組み、その結果の記録が整備さ
れている場合に該当します。 

 
 
３ 伐採・造林に関する行動規範の策定等④ 
  伐採と造林の一体的かつ適切な実施に向けて民間事業者が順守すべき行動規範
の策定等を行っていることが該当します。「行動規範の策定等」には、民間事業
体が専門家の指導等を受けつつ個別に行動規範を策定する場合のほか、所属する
業界団体や都道府県・市町村等が策定した行動規範やガイドライン等を順守して
いる場合を含みます。 

 
 
４ 協力雇用主⑤ 
  犯罪・非行の前歴のために定職に就くことが容易でない刑務所出所者等を、そ
の事情を理解した上で雇用し、改善更生に協力する事業主です。協力雇用主とし
て登録した事業体が該当します。 

 
 
５ 能力評価システム⑥ 
  能力評価とは、人事評価制度の一つで、与えられた職務を遂行する能力（職能）
の評価であり、与えられた職務を遂行する上で必要な知識や技能などが評価材料
となるものです。自社で現場技能者向けに能力評価システム（制度）を導入し、
申請時点で運用している経営体が該当します。 
なお、林野庁の補助事業である「能力評価システム導入支援事業」を活用して

いるかどうかは問いません。 
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６ 定着状況⑦ 
 ア ＦＷ１研修生数 
   研修計画書にて承認された過去５年間の各年度のＦＷ１研修生の人数（修了

・未修了にかかわらない）を記入してください。 
 イ 離脱（R2.4.1 時点の見込み） 

    各年度のＦＷ１研修生数から各年度の研修生の R2.4.1 現在の定着者数（自社
で林業就業＋他社で林業就業）を差し引いた数を記入してください。なお、他
社で林業就業には、林業を営む一人親方、自営を含みます。 

ウ 申請時の定着率 
   ５年間の定着者数の合計／５年間の研修生数の合計とし、自動的に計算され

ます。申請時の定着率が 50％未満であり、かつ離脱者の合計が５名を超えてい
る（６名以上）の経営体は、ＦＷ１研修生は不採択となります。 

  
 
７ 林業労働災害件数⑩ 

労働災害の件数は、経営体の全従業員が対象となります。 
暦年ごとに件数を記載することとし、前年とは平成 31 年１月１日～令和元年

12 月 31 日となります。前年に「緑の雇用」事業の研修生に限定することなく従
業員の林業における死亡災害があった場合は、ＦＷ１研修生は不採択となります。 

 
 
８ 生産性向上の取組⑪ 

 計画の欄については、所管する都道府県知事から認定を受けた「改善計画書」
の内容と整合させるよう記入してください。 
 改善計画書自体に該当する項目が存在しない場合のみ、計画の欄への記入は必
要ありませんが、実績の欄は必ず記入してください。 
 なお、実績は、都道府県に報告している数値を記載してください。 

 
 
９ その他（予備登録時点での数値の記入について） 

 記載項目のうち、定着率⑦の数値の記入については、予備登録申請時点では「見
込み」として記入していただくこととなります。 
 これらの見込数値について、その後の確定等によって、補正の必要が生じた場
合、登録申請書の期限（4/10）までに訂正していただくこととしてください。 


